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 投資・財政計画 

 下水道事業 

２.１ 投資試算 

下水道事業の資産は、全国的にその多くが昭和後期から平成初期にかけて構築され

ており、近い将来には大量の更新需要が見込まれています。本市においても、同時期

に大量の下水道施設を構築していることから、今後は急速に老朽化が進むことが想定

されます。 

また、これらの更新需要に加え、人口減少等により財政状況や組織人員の逼迫が予

想されるため、今後は安全性やサービスレベルを確保しつつ、コスト縮減に取り組み、

ライフサイクルコストが最小となるよう維持管理と改築の最適化を図り、持続可能な

下水道事業の実施を目指します。 

このため、本市では令和元年度から川越市下水道ストックマネジメント計画を運用

し、各施設のリスク評価に基づいた点検・調査や、効率的な修繕・改築を進めていま

す。これにより、施設全体の機能を保全したまま耐用年数以上の使用年数を期待でき

るよう、長寿命化を推進していきます。また、調査・改築に併せて不明水の浸入箇所

の特定と対策を行い、有収率の向上に努めます。 

さらに、地震への備えとして、被害を最小限にとどめ、非常時においても下水道の

機能を確保できるよう、マンホール浮上防止対策等、下水道施設の耐震化を進めてい

きます。 

これらの事業を進めていくに当たり、表５-1 に示す目標を設定し、今後 10 年間の

投資計画を策定します。 

 

表５-1 投資の目標（下水道事業） 

指標項目 
実績 

R5 年度 

中間目標 

R10 年度 

目標 

R16 年度 

長寿命化管きょ延長 

管きょ耐震化率 

有収率 

34.8km 

19.2％ 

79.1％ 

36.7km 

22.8％ 

80.0％ 

44.8km 

27.3％ 

80.0％ 

※川越市上下水道ビジョンと共有している指標項目については、目標年度を令和 10 年度としている。 
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投資の目標を達成するための事業費をはじめ、主な建設改良費について今後 10 年

間の事業費を見込んだ投資計画を、表５-2 に示します。 

 

表５-2 投資計画（下水道事業） 

 
※四捨五入しているため、内訳と合計が異なる場合がある。 

 

⚫ 公共下水道施設拡張費は、汚水管きょを布設するための汚水管きょ整備事業、浸

水対策としての雨水管きょ整備事業、雨水調整池整備事業、雨水ポンプ場整備事

業等の費用です。主に雨水対策の整備に係る事業費として、10 年間で約 52 億円

を見込んでいます。 

⚫ 公共下水道施設改良費は、汚水管きょの更生を行うための汚水管きょ改良事業、

汚水ポンプ場維持事業、雨水ポンプ場維持事業等の費用です。川越市下水道スト

ックマネジメント計画に基づく、汚水管きょ改良に要する事業費が増加するほか、

ポンプ場の耐震化工事を予定しており、10 年間で約 225 億円の事業費を見込ん

でいます。 

⚫ 流域下水道費は、本市の汚水を処理する埼玉県の流域下水道に対し、処理施設の

建設改良費の一部を負担するものです。 

⚫ 令和 5 年度決算まで、直近 5 年間の建設改良費の平均額は約 16.4 億円となって

います。今後 10 年間では、毎年約 11.1～17.3 億円の費用増加を見込んでいます。 

⚫ 将来の事業費の増大に対応するため、令和 10 年度に 1 名、令和 12 年度にさらに

1 名の職員増員を見込んでいます。また、賃金上昇による職員人件費の増加を見

込んでいます。 

 

  

（単位：百万円）

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

公共下水道施設拡張費 910 756 341 408 811 514 431 384 307 340

公共下水道施設改良費 1,560 1,720 2,163 2,343 2,165 2,528 2,479 2,662 2,416 2,421

流域下水道費 284 290 296 302 308 314 320 327 333 333

固定資産購入費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建設改良費　計 2,754 2,766 2,800 3,052 3,285 3,356 3,231 3,372 3,056 3,094
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２.２ 財源試算 

投資試算で示した投資計画を計画期間内に実施し、下水道事業を将来にわたって安

定的に継続させるためには、水道事業と同様に、財源の確保が重要です。 

下水道事業の主要な財源は下水道使用料と企業債ですが、これらのバランスを取り

ながら必要な内部留保資金を確保する必要があります。そこで、表５-3 のとおり目標

を設定し、今後 10 年間の財政計画を策定します。 

 

表５-3 財源の目標（下水道事業） 

指標項目 
実績 

R5 年度 

目標 

（計画期間を通して） 

内部留保資金 

企業債残高対事業規模比率 

52.7 億円 

96.88％ 

適正な水準の確保 

200％以内での借入 

経費回収率 

累積欠損金比率 

93.25％ 

0％ 

100％以上であること 

未発生であること 

 

① 内部留保資金の見通し 

下水道事業について、内部留保資金の確保すべき水準を 25 億円以上に設定します。 

内部留保資金は、用途としてはそのほとんどが資本的収支における不足額の補填に

使われるものではありますが、資金という面で見ると、経営における運転資金として

使われている側面があります。過去の資本的収支不足額は多い年で約 23 億円、過去

の１か月の支出額は多い月で約 16 億円であることを考慮すると、最低 25 億円程度

は必要であると考えられます。そこで、内部留保資金の確保すべき水準は、25 億円以

上に設定します。 

また適切な水準としての上限値は、事業規模に照らした適切な内部留保額について、

類似団体との比較等を通じて継続的に検討を行っていきます。 

 

② 収益的収入・支出の見通し（経費回収率、累積欠損金比率に関連） 

現行の使用料水準により見込んだ、下水道事業の収益的収入・支出について、下水

道使用料収入の減少、流域下水道維持管理負担金の値上げ、物価変動などの影響によ

り令和 7 年度より不足となることが見込まれます。 

 

⚫ 下水道使用料収入は、水洗化人口の減少に伴い、減少を見込んでいます。 

⚫ 現在は、財源の一部に分流式下水道等に要する経費として、一般会計からの繰入

金を見込んでいますが、本来は使用料収入で賄うべき経費となるため、令和 8 年
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度以降は使用料改定に合わせてこの財源を見込まないこととしています。 

⚫ 動力費・修繕費は令和 6 年度予算単価に物価上昇を見込んでおり、以降 10 年間

は毎年 2％の物価上昇を加味しています。また、賃金上昇による職員人件費の増

加を見込んでいます。 

⚫ 流域下水道維持管理負担金は有収水量の減少等により減少していく見込みです。

ただし、同負担金の単価は令和 7 年度と令和 8 年度に値上がりすることを反映し

ています。 

現況：約 31 円/m3⇒R7 年度：34.55 円/m3⇒R8 年度：39.09 円/m3 

 

また近年は、経費回収率が 100％を下回り、汚水処理に要する経費を使用料収入で

賄うことができていません（35 ページ参照）。類似団体の平均値と比べても低い数値

となっているため、下水道使用料水準の見直しが必要です。 

 

図５-１ 収益的収入・支出の見通し（下水道事業）  
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③ 企業債の見通し 

下水道事業の企業債については、元金償還額の範囲内での借入れとすることで、残

高の抑制に努めてきました。 

現行の使用料水準の場合の借入額、償還額、残高の見通しは、図５-２のとおりで

す。将来世代の負担軽減のためには、企業債残高を維持または減少させていく必要が

あります。 

図５-２ 企業債の見通し（下水道事業） 
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２.３ 投資・財政計画 

下水道事業については、現状の使用料水準では、過去 5 年間の経費回収率が 100％

を下回っており、内部留保資金についても確保すべき水準を下回るばかりでなく不足

することが見込まれています。汚水処理に係る費用を使用料収入で賄うことができて

おらず、災害などが発生した場合に事業の継続が困難になることも想定される状態で

あるため、改善を図る必要があります。 

将来の財政シミュレーションを行った結果、経費回収率を 100％以上とするために

は、下水道使用料改定率を 45％とする必要があることが確認できました。しかしなが

ら、一度に 45％の改定を行うことは市民の皆様に大きな負担がかかることから、改定

を 2 回に分けることとし、令和 8 年度に 40％、令和 13 年度に 10％の改定率に設定

しました。 

また、５.２.１投資試算で設定した事業目標を達成するため、企業債による資金調

達額を年間 6 億円としています。この時の「企業債残高対事業規模比率」は令和 16

年度時点で 67％となる見込みであり、５.２.２財源試算で設定した目標である 200％

以内の借り入れとなっています。 

このことにより、計画期間内に必要な投資を見込んだ上で経費回収率 100％を維持

し、計画期間を通じて内部留保資金の確保すべき水準を下回らない見通しとなります

（図５-３参照）。 

なお、実際に料金水準を見直す際には、決算状況等を踏まえて料金体系を精査し、

上下水道事業経営審議会に諮った上で、改定の要否を含めた適正な料金水準のあり方

について、慎重に協議を進めることとします。 
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図５-３ 財源見直し後の経費回収率及び内部留保資金の見通し（下水道事業） 

 

 

また、収入と支出が均衡した投資・財政計画（表５-4）をまとめるとともに、総務

省から示されている原価計算表（表５-5）を作成しました。 

 

下水道事業では、使用料対象経費は以下の式で算出されます。 

使用料対象経費＝維持管理費＋資本費＋資産維持費－公費負担分 

 

資産維持費とは、将来の施設更新費用が建設当時と比較して増大することが見込ま

れる場合、使用者負担の期間的公平性を確保しつつ、将来にわたって資産を維持し、

下水道サービスを継続するために必要な費用として計上されるものです。その費用は、

償却対象資産に資産維持率を乗じて算出されます。「水道料金算定要領」によると、資

産維持率の目安として 3％という数値が示されていますが、本経営戦略においては、

すでに物価上昇を見込んで財政計画を作成しているため、資産維持率は 0.5％を見込

むこととしました。 

原価計算表による算定の結果、使用料対象経費に対する下水道使用料の割合は算定

期間（Ｒ７～Ｒ11 の 5 年間）の平均で約 93％となっています。このことは下水道使

用料が使用料対象経費に対して不足していることを示しています。しかし、令和８年

10 月に下水道使用料を改定することにより、改定後の算定期間である令和 9 年度か

ら 11 年度の平均値は約 101％となり、下水道使用料が使用料対象経費に対して充足

する見込みとなります。 
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表５-4 投資・財政計画 下水道事業（1/2） 

 

 

  

年　　　　　　度 令和5年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）

１． (A) 4,184,453 4,369,752 4,419,902 5,034,456
(1) 3,159,483 3,210,728 3,152,616 3,775,448
(2) 1,022,874 1,156,573 1,264,859 1,256,581
(3) 2,096 2,451 2,427 2,427

２． 1,662,426 1,618,987 1,575,337 1,358,193
(1) 866,219 908,419 928,322 699,183

846,865 832,807 845,810 626,671
19,354 75,612 82,512 72,512

(2) 768,868 708,474 644,233 648,234
(3) 27,339 2,094 2,782 10,776

(C) 5,846,879 5,988,739 5,995,239 6,392,649
１． 5,330,152 5,656,771 5,961,651 6,136,687

(1) 399,983 363,917 365,124 366,335
(2) 2,162,123 2,530,326 2,767,472 2,928,430

36,645 74,444 75,933 77,452
185,002 281,804 261,730 266,930

5,139 15,174 14,610 14,903
320,878 444,329 455,347 443,646

1,270,354 1,326,926 1,508,707 1,666,328
344,105 387,649 451,145 459,171

(3) 2,768,046 2,762,528 2,829,055 2,841,922
２． 290,390 236,720 260,709 250,927

(1) 209,967 195,428 179,218 169,436
(2) 80,423 41,292 81,491 81,491

(D) 5,620,542 5,893,491 6,222,360 6,387,614
(E) 226,337 95,248 △ 227,121 5,035
(F) 19,434 18,877 0 0
(G) 21,035 22,614 0 0
(H) △ 1,601 △ 3,737 0 0

224,736 91,511 △ 227,121 5,035

※令和6年度以降はこれまでの分析を基に予測した数値を採用している。

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費
経 費

動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

委 託 料
維 持 管 理 負 担 金

他 会 計 負 担 金
他会計補助金、国庫補助

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

補 助 金 、 負 担 金
営 業 外 収 益

料 金 収 入

そ の 他

令和7年度

営 業 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

令和6年度 令和8年度
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（単位：千円）

5,653,897 5,636,111 5,620,860 5,620,408 5,829,678 6,033,576 6,009,096 5,985,965
4,393,911 4,381,943 4,368,570 4,353,979 4,555,033 4,753,351 4,733,564 4,712,705
1,257,559 1,251,741 1,249,863 1,264,002 1,272,218 1,277,798 1,273,105 1,270,833

2,427 2,427 2,427 2,427 2,427 2,427 2,427 2,427
1,106,535 1,108,662 1,116,000 1,121,249 1,132,249 1,140,723 1,148,857 1,147,236

451,089 451,089 451,089 451,089 451,089 451,089 451,089 451,089
377,577 377,577 377,577 377,577 377,577 377,577 377,577 377,577
73,512 73,512 73,512 73,512 73,512 73,512 73,512 73,512

644,670 646,797 654,135 659,384 670,384 678,858 686,992 685,371
10,776 10,776 10,776 10,776 10,776 10,776 10,776 10,776

6,760,432 6,744,773 6,736,860 6,741,657 6,961,927 7,174,299 7,157,953 7,133,201
6,151,434 6,163,925 6,214,447 6,271,686 6,328,518 6,374,270 6,409,706 6,408,342

367,551 368,778 370,005 371,242 372,481 373,730 374,987 374,987
2,914,749 2,900,919 2,921,306 2,941,753 2,962,250 2,982,904 3,003,696 2,996,825

79,001 80,581 82,192 83,836 85,513 87,223 88,967 88,967
272,235 277,646 283,165 288,795 294,535 300,394 306,366 306,366
15,201 15,505 15,815 16,131 16,454 16,783 17,119 17,119

454,429 463,517 472,789 482,244 491,889 501,728 511,761 511,761
1,626,524 1,587,963 1,583,117 1,577,830 1,572,085 1,565,961 1,559,442 1,552,571

467,359 475,707 484,228 492,917 501,774 510,815 520,041 520,041
2,869,134 2,894,228 2,923,136 2,958,691 2,993,787 3,017,636 3,031,023 3,036,530

242,949 236,270 232,387 231,372 233,724 239,251 246,504 254,863
161,458 154,779 150,896 149,881 152,233 157,760 165,013 173,372
81,491 81,491 81,491 81,491 81,491 81,491 81,491 81,491

6,394,383 6,400,195 6,446,834 6,503,058 6,562,242 6,613,521 6,656,210 6,663,205
366,049 344,578 290,026 238,599 399,685 560,778 501,743 469,996

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0

366,049 344,578 290,026 238,599 399,685 560,778 501,743 469,996

令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度
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表５-4 投資・財政計画 下水道事業（2/2） 

 
 

 

  

年　　　　　度 令和5年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）

１． 269,900 600,000 600,000 600,000 600,000

２． 358,263 356,162 356,162 178,081 212,598

３． 55,803 58,754 58,754 58,754 58,754

４． 60,000 87,000 148,920 64,505 81,713

５． 218 615 0 0 0

６． 38,787 57,300 31,044 17,811 2,639

７． 25,644 9,301 0 0 0

(A) 808,616 1,169,132 1,194,880 919,151 955,704

(B)

(C) 808,616 1,169,132 1,194,880 919,151 955,704

１． 1,808,955 4,531,982 2,754,015 2,765,935 2,799,988

２． 1,008,541 953,097 953,096 880,453 845,117

(D) 2,817,496 5,485,079 3,707,111 3,646,388 3,645,105

(E) 2,008,881 4,315,947 2,512,231 2,727,237 2,689,401

１． 5,234,046 5,380,196 3,576,550 3,406,879 3,139,292

２． 714,353 805,864 578,743 583,778 949,827

３． 1,234,287 1,234,287 1,234,287 1,234,287 1,234,287

４． 100,977 327,479 148,871 235,186 169,834

(F) 7,283,663 7,747,826 5,538,451 5,460,130 5,493,240

5,274,782 3,431,879 3,026,221 2,732,893 2,803,839

(G)

(H) 13,258,833 12,905,736 12,552,640 12,272,187 12,027,070

※消費税及び地方消費税資本的収支調整額

○他会計繰入金

年　　　　　度 令和5年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）

1,886,193 2,040,892 2,162,181 1,934,764 1,686,648

1,386,988 1,491,193 1,612,482 1,634,158 1,635,136

499,205 549,699 549,699 300,606 51,512

414,066 414,916 414,916 236,835 271,352

55,803 58,754 58,754 58,754 58,754

358,263 356,162 356,162 178,081 212,598

2,300,259 2,455,808 2,577,097 2,171,599 1,958,000

※令和6年度以降はこれまでの分析を基に予測した数値を採用している。

内 部 留 保 資 金 残 高 (F)-(E)

受 益 者 負 担 金

収 益 的 収 支 分

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和9年度令和8年度令和7年度令和6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

内

部

留

保

資

金

損 益 勘 定 留 保 資 金

未 処 分 利 益 剰 余 金

積 立 金

消 費 税 調 整 額 ※

計

資

本

的

収

入

計

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

企 業 債

他 会 計 補 助 金

令和7年度 令和8年度 令和9年度令和6年度
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（単位：千円）

600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000

218,416 220,294 206,155 197,939 192,359 197,052 199,324

58,754 58,754 58,754 58,754 58,754 58,754 58,754

259,784 409,614 534,927 496,232 504,985 356,138 370,479

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

1,136,954 1,288,662 1,399,836 1,352,925 1,356,098 1,211,944 1,228,557

1,136,954 1,288,662 1,399,836 1,352,925 1,356,098 1,211,944 1,228,557

3,052,229 3,284,537 3,356,449 3,230,752 3,372,396 3,055,536 3,093,888

827,357 811,421 807,844 794,718 782,649 790,187 797,696

3,879,586 4,095,958 4,164,293 4,025,470 4,155,045 3,845,723 3,891,584

2,742,632 2,807,296 2,764,457 2,672,545 2,798,947 2,633,779 2,663,027

2,867,156 2,609,549 2,261,342 2,053,264 1,871,058 1,579,698 1,444,956

1,294,405 1,584,431 1,823,030 2,222,715 2,783,493 3,285,236 3,755,232

1,234,287 1,234,287 1,234,287 1,234,287 1,234,287 1,234,287 1,234,287

216,024 159,782 232,976 151,561 163,556 147,878 153,614

5,611,872 5,588,049 5,551,635 5,661,827 6,052,394 6,247,099 6,588,089

2,869,240 2,780,753 2,787,178 2,989,282 3,253,447 3,613,320 3,925,062

11,799,713 11,588,292 11,380,448 11,185,730 11,003,081 10,812,894 10,615,198

（単位：千円）

1,680,830 1,678,952 1,693,091 1,701,307 1,706,887 1,702,194 1,699,922

1,629,318 1,627,440 1,641,579 1,649,795 1,655,375 1,650,682 1,648,410

51,512 51,512 51,512 51,512 51,512 51,512 51,512

277,170 279,048 264,909 256,693 251,113 255,806 258,078

58,754 58,754 58,754 58,754 58,754 58,754 58,754

218,416 220,294 206,155 197,939 192,359 197,052 199,324

1,958,000 1,958,000 1,958,000 1,958,000 1,958,000 1,958,000 1,958,000

令和16年度令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和10年度 令和15年度

令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和10年度 令和11年度 令和12年度
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表５-5 原価計算表（使用料改定後） 下水道事業 算定対象期間：R7～R11 

 

 

計算期間： R7～R11

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績
（R5年度値）

投資・財政計画
計上額（Ａ）

（R7～R11平均値）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

3,159,483 4,014,498 4,014,498

0 0 0

2,687,396 2,511,493 2,511,493

5,846,879 6,525,991 0 6,525,991

　最近１箇年
　間の実績
（R5年度値）

投資・財政計画
計上額（Ａ）

（R7～R11平均値）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

176,518 183,254 183,254 0

諸 手 当 159,101 177,183 177,183 0

福 利 費 64,364 7,121 7,121 0

185,002 272,341 272,341

5,139 15,207 15,207

0

320,878 457,946 4,028 453,918

1,651,104 2,141,082 2,141,082

2,562,106 3,254,134 371,586 2,882,548

209,967 163,157 163,157

2,768,046 2,871,495 1,903,734 967,761

80,423 81,491 81,491

3,058,436 3,116,143 1,903,734 1,212,409

5,620,542 6,370,277 2,275,321 4,094,957

46,939,158 45,873,690

0.5%

229,368

4,324,325

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 92.84

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y) 汚 水 処 理 費

減 価 償 却 対 象 資 産 ( ① )

使用料対象経費（ Y ） ＋ （ Z ）

下水道事業では、使用料対象経費は以下の式で算出されます。
使用料対象経費＝維持管理費＋資本費＋資産維持費－公費負担分

資産維持費とは、将来の施設更新費用が建設当時と比較して増大することが見込まれる場合、使用者負担の期間的公平性を確保しつ
つ、将来にわたって資産を維持し、下水道サービスを継続するために必要な費用として計上されるものです。その費用は、償却対象資産
に資産維持率を乗じて算出されます。「水道料金算定要領」によると、資産維持率の目安として3％という数値が示されていますが、本経
営戦略においては、すでに物価上昇を見込んで財政計画を作成しているため、資産維持率は0.5％を見込むこととしました。
原価計算表による算定の結果、使用料対象経費に対する下水道使用料の割合は算定期間（Ｒ７～Ｒ11の5年間）の平均で約93％となっ
ています。このことは下水道使用料が使用料対象経費に対して不足していることを示しています。しかし、令和８年10月に下水道使用料を
改定することにより、改定後の算定期間である令和9年度から11年度の平均値は約101％となり、下水道使用料が使用料対象経費に対
して充足する見込みとなります。

資 産 維 持 率 ( ② )

資 産 維 持 費 （ Z ＝ ① × ② ）

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

小 計

維
持
管
理
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目

金　　　　　　　　額
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２.４ 下水道事業に係る投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組 

 

●広域化・共同化＊ 

平成 30 年 1 月に国から県に対し「汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の

策定について」が通知され、令和 4 年度に「広域化・共同化計画」を策定しています。 

県は、現在、各事業者が連携して課題の研究、検討を行う場である埼玉県、市町村、（公財）

埼玉県下水道公社による下水道事業推進協議会において協議を進めており、本市においても

引き続き協議会に積極的に参加し、広域化や一部の事務における共同化について県や近隣事

業体と検討を進めていきます。 

 

●民間の資金・ノウハウ等の活用 

本市はこれまで、ポンプ場施設等の運転管理等について、個別に民間委託を行ってきまし

た。一方で、下水道施設の補修や清掃作業などの適切な管理が新たな課題となっています。

そのため、業務委託の活用範囲や具体的手法等の検討を進め、事業運営のさらなる効率化を

図るとともに、技術者不足等の問題解決に向けた、ウォーターＰＰＰ等の官民連携の導入を

検討します。 

 

●防災対策の充実 

緊急輸送道路内の埋設管路や防災拠点、避難場所、救急医療施設等について、災害時にお

ける被害を低減するため耐震化工事を進めます。また、浸水対策として「川越市雨水管理総

合計画＊」で定めた重点対策地区等を中心に、関係機関との連携を図りながら雨水調整池等の

雨水施設の整備や、維持管理を行います。 

災害発生時に備えるため、各種危機管理マニュアルの見直しやマニュアルに基づく訓練を

実施するとともに、大規模災害発生時に備えるため、「業務継続計画（BCP）」の定期的な見

直しや訓練の実施、他市との連携等により、災害時対応の強化に努めます。 

 

●公共下水道の整備 

公共下水道の全体計画区域は、昭和 40 年代後半に定めたもので、市街地の発展に伴い市

街化区域＊が拡大していくことを想定していましたが、近年の土地利用状況や市の人口減少

が見込まれる中、下水道整備を取り巻く状況は大きく変化しています。 

このような状況を踏まえ、本市では全体計画区域の見直しを行い、今後は収益性や費用対

効果などを検証した上で、原則として企業立地等の効果が見込まれると判断される区域に限

り公共下水道の整備を進めます。 
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●DX の活用  

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大を機に、デジタル技術の活用が急速に進んでい

ます。 

「埼玉県デジタルトランスフォーメーション推進計画（第２期 R６～R８）」では、公共イ

ンフラの DX ビジョンとして以下のような施策が示されています。 

 デジタル技術を活用し、浸水被害の見える化を推進する。 

 現況データや竣工データを GIS 等で連携し、地理空間情報の活用・オープンデータ化

を推進する。 

 3 次元モデルを活用し、工数計算等の自動化、発注業務の効率化を推進する。 

 ドローン等の新技術による施設点検の効率化、センサーによる劣化データの収集等を

推進する。 

本市においても、県の施策に基づき、活用可能な技術の導入を検討していきます。 

 




